
東会長：あけましておめでとうございます。１年が経つ
のが早いですね。本年もどうぞよろしくお願いいたしま
す。
土生局長：あけましておめでとうございます。本当に、
前回この対談をしたのが、ついこの前のことのように感
じます。こちらこそ、よろしくお願いいたします。
東会長：昨年のいま頃は、新型コロナの第３波の只中
にあり、この先どうなるのかの見通しもつかず、社会
全体が重苦しい空気に包まれたなかで新年を迎えまし
た。実際、この１年を振り返ると、新型コロナによる影
響で、介護現場は本当に大変だったというのが、やは
り一番の感想です。そんななか、厚生労働省には、制
度の枠組みを超えて、さまざまな支援をタイムリーにし
ていただき、感謝いたします。
土生局長：新型コロナの感染拡大が始まって、２年弱

が過ぎました。この間、医療のみならず介護関係者の
皆さまには本当にご苦労をおかけしたことと思います。
昨年は一昨年以上に感染者が増加しましたが、それで
も国際状況を鑑みると、日本は最悪の事態は免れてき
ています。これは介護関係者の皆さまのご尽力による
ところが大きいと感じています。
　特に、老健施設は医療機能を併せもつことから、医
療、介護双方の提供体制において非常に大きな役割
を担っていただいています。さらに、感染予防につい
ても、地域における支援の核となっていただき、ワクチ
ン接種の面でもご協力いただきました。そういう意味
では、とても多面的な機能を果たしていただいている
と思っており、改めて感謝を申し上げたいと思います。
　感染状況は少し落ち着きを見せておりましたが、ま
だまだ予断を許さない状況ではあります。

本対談は2021年11月中旬に行われました。

新春対談
「介護現場の革新」めざし
科学的介護、ICTロボット導入を促進
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◆ 新 春 対 談

東会長：昨年の介護報酬改定から１年弱が経ちまし
た。改めて、今回の改定を振り返ってのご感想をお聞
かせください。
土生局長：まず何よりも、このコロナ禍においてプラス
改定ができたことは、事務方としても少しほっとしたと
ころです。先の見えない不安のなか、介護関係者の皆
さまにとっても、多少なりとも安心感につながったので
はないかと思っています。
東会長：そうですね。やはり、プラス0.7％は大変あり
がたかったと思います。しかしながら、今回改定の最
終議論は一昨年の秋。当時は、その後の第４、第５
波があれほどの大波となり、かつ長引くとは想像して
いませんでした。予想を上回る困難な状況が続き、正
直なところ、0.7％は吹っ飛んでしまったというのが現実
です（苦笑）。
　このことは、もう少しすれば介護事業実態調査等で
も新型コロナの影響として数字に現れてくると思いま
すが、現時点で我々が調べた限りでは、入所・短期
入所・通所サービスで稼働率が、少なくとも２桁近く
落ちているという厳しい実態がわかっています。した
がって、せっかくのプラス改定であったにもかかわらず、
現実としては予想外のコロナ禍の影響を受け、差し引
きすれば、ほとんどの施設が収益はマイナスとなってし
まっています。決して楽観視はできないというのが、総
括的な印象です。
　一方、改定の中身については、今回は科学的介護と
いう大きなテーマのなかで、新しくLIFEがスタートしま
した。LIFEに関しては、我々全老健も全面的に厚労
省に協力させていただき、いろいろなモデル事業にも
参加してまいりました。私はかねてから、介護におい
ても、医療と同様にエビデンスに基づいた科学的な評
価・分析が必須であると考えてきましたので、そのため
にはデータが必要であり、それを集積する作業は避け
て通れないことだと思っています。したがって、LIFE
のようなものが始まることは、当然の流れであると理解
しています。
　ただ、現場感覚としてはVISITから始まり、今回
LIFEとなって、あまりに多くの加算に一気に紐づけら
れたこと、また項目が多いことで、現場に過分な負担

をかけてしまっている部分はあるかと思います。内容に
ついても、いろいろと過不足があるのも確かです。
　とはいえ、介護保険制度も、スタートした後に走り
ながらその都度課題を微調整してきました。その結果、
いまや非常に優れた、他国にも誇れる成熟した制度と
なっているわけですから、LIFEについても、課題があ
れば、前に進みながら解決していくしかないのでしょう。
そうしていくうちに、事務作業もより効率的に、中身も
よりブラッシュアップされていくはずですので、現場の
皆さんには、いましばらく歯を食いしばってがんばって
いただきたいと思います。
　大事なことは、介護現場にとって、ひいては国民全
体にとっても、このLIFEを有益なものとなるようにして
いくことだと思っています。
土生局長：LIFEについては、いろいろとご批判も届い
ております。ただ、東会長がおっしゃるように、まだま
だスタートしたばかりですので、これから改良すべき点
は多々出てくると我 も々認識しています。そこはご批判
も含め、いろいろとご意見をいただきながら、それら
を糧に、よりよい仕組みになるよう、今後も引き続き取
り組んでいきたいと思います。
　また、LIFEばかりが注目されている面もありますが、
今改定では、その他、重度化防止に向けたリハビリと
口腔・栄養の一体的な取り組みも重要な視点として示
されました。それらもデータとして蓄積されていけば、
多くの施設や地域のケア体制に活かされるのではない
かと考えます。要は、ケアの質が向上されることが狙
いですので、我 も々そこに向け現場の方 と々協働してい
くつもりです。

東会長：続いて、次回の同時改定を見据え、改めて地
域包括ケアシステムの推進について、お話ししたいと思
います。この概念は、もともと2025年を１つの目途とし
て語られてきました。当初の目標の年まで残りわずかと
なったいま、本テーマをどうお考えですか。
土生局長：地域包括ケアシステムというものは、目に見
えるものではないので、「よし、できた」とか、「まだで
きていない」とか、客観的に判断することができません。
ですから、「この地域では、ここが課題だ」というように、
もう少し具体的に、目に見える議論をしていかなけれ

2021年度介護報酬改定を
振り返って

地域包括ケアシステムは
認知症に焦点を当て具体的に進める
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ばならないと思います。そこに対しては、厚労省としても、
有識者の力もお借りしながら、自治体を支援する仕組
みをつくれないかと考えています。
東会長：おっしゃるとおり、地域包括ケアシステムは、

「これがそうだ」と、目に見えるものではありませんので、
我々介護関係者が感じるもの、学者が唱えるもの、行
政が考えるもの、これらがなかなか一致しないところ
があります。
　そこで、私としては、この地域包括ケアシステムを、
認知症に焦点を当ててとらえてみると、全体像が具体
的にイメージしやすいのではないか、何が必要かも見
えてくるのではないか、と考えています。今後、認知症
の方が急増すると言われ、社会における大きな課題と
なることは間違いないわけですから、漠然と「地域包
括ケアシステムを構築しましょう」と言うよりは、「認知
症の方 を々地域でどう支えるか、その仕組みを皆で考
えましょう」と言うほうが、市民を巻き込んだ動きに発
展しやすい。
　そうすると、課題となるのは「認知症の正しい評価」
です。現在、国内で使われている唯一の評価指標は、

「認知症日常生活自立度」ですが、これは、いわば “認
知症の方の行動の周囲に対する迷惑度” をもとにつく
られた指標で、自立支援や尊厳という観点からは、か
け離れています。そのことは、私自身も普段、医師とし
て意見書を書きながら疑問に感じているところです。
　認知症というと、BPSDばかりが注目されがちですが、
実際にBPSDを呈する方は全体の１割程度。残りの９
割の方は違うわけです。ですから、その１割の部分の
みに焦点を当てた評価指標ではなく、全体の10割の
方の状態を正しく評価できる、“認知機能の残存能力”

に着目した評価指標が必要です。例えば、会話能力が
どのくらい低下しているか、見当識がどの程度保てて
いるか、といった残存能力です。
　「前より元気になった」とか、「笑顔が見られるように
なった」といった情緒的な評価ではなく、客観的に正
しく認知機能を評価する共通の指標があれば、地域に
おいて、医療機関でも、介護施設でも、在宅において
も、認知症の方に対し、周囲も適切な対応ができるよ
うになり、本人も尊厳をもって生活することが可能とな
るのではないでしょうか。
　そうした考えから、いま、厚労省の認知症施策・地
域介護推進課に、「認知機能を評価する際、その残存
機能に着目して測る指標を作成願えないか」との提案
をさせていただき、進めている最中です。もちろん、我々
全老健も全面的に協力しますということで、もう少しし
たら、具体的に動き出す予定になっています。
土生局長：目に見えない地域包括ケアシステムというも
のを、認知症施策という大きな横軸で加速させて推進
するというのは、わかりやすいですね。

東会長：一方で、近年、もはや恒常的な課題となって
いる、介護における人材確保についてです。先日、政
府から「介護・保育・看護の賃金を月額約３％引き上げ」
との方針も発表されました。土生局長は、この人材確
保については、どうとらえておられますか。
土生局長：いうまでもなく、最大の課題だと認識してお
ります。いま、おっしゃられたように、国による公的価
格の検討も含め、新たな処遇改善の動きも今後、出て
くると思いますので、我 と々しても、しっかりとこれを
具体化すべく、今後の予算編成等のなかで努力をして
いきたいと思っています。
　また、今改定でも「介護現場の革新」という表現で、
１つの柱として掲げさせていただきましたが、報酬面
だけでなく、生産性の向上や業務の効率化といった、
職場全体の環境改善も重要です。
　その手段としては、ICT化とか、全老健で取り組ん
でいる介護助手の取り組みもあります。地域に暮らす、
専門職でない方にも活躍していただいて、その方にとっ
ても、職場にとってもメリットがあるという仕組みは、
先程の地域包括ケアシステムの推進にも関係する意義

人材確保の観点からの
介護におけるICTロボットの活用
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◆ 新 春 対 談

のあることだと思います。
　同時に、これも先程、LIFEについての話でも言及し
ましたが、我々のほうでも、いろいろと不要な書類の
削減などで現場の負担を少しでも軽減し、介護の職場
をより魅力的に変えていくために、これまで以上に本腰
を入れて取り組んでいかなければならないと思っている
ところです。
東会長：これまで、全老健でも介護人材確保のために
は、さまざまな取り組みを行ってきました。処遇改善を
求める働きかけしかり、外国人介護留学生の受け入れ
しかり。どれも、なんとかして介護職の数を増やそうと
いうことを目的とするものでした。
　しかしながら、社会全体の生産年齢人口が減り続け
ているいま、そうした数を増やすことを目的とした取り
組みには、そろそろ限界があると感じています。もちろ
ん、引き続きそれらの努力もした上での話になります
が、これからは、30人の介護職で成り立っていた現場
が25人になっても成り立つような努力、工夫をしていく
ことのほうが、より現実的ではないでしょうか。
　介護助手の取り組みは、その工夫の１つです。30人
が25人になっても、介護助手による周辺業務のサポー
トがあれば、介護職は本来の業務に専念できますから、
25人のままでも現場は回るでしょう。
　もう１つは、ICTロボットの活用です。ICT化に関し
ては、介護現場は非常に遅れていますので、まずは、
看護・介護記録のICT化を現場に導入していくことも、
喫緊の課題ではないかと考えます。
　ロボットという言葉が使われているため、どうしても
人間の代わりをするもののようにとらえられてしまうの
ですが、人間の負担を部分的に軽減するためのものと
とらえていただいて、もっと積極的に導入していく。そ
れにより、30人が25人になっても、いや、うまく活用す
れば23人でもいけるとか、夜勤がいままで４人だったと
ころが３人でいける、とか――。現状を鑑みれば、そ
ういう工夫に力を入れていくほうが、はるかに現実的か
もしれません。
　厚労省にお願いしたいのが、現場のICTロボットを
活用するための医療介護総合確保基金の立て付けを、
現状に即して見直していただけないか、ということです。
私は長年、医療介護総合確保基金の委員もしておりま
すが、同基金の介護における使途の割合が、「施設整
備」の名目にばかり割かれ、ICTロボット導入のために

使う名目の「介護人材確保」は、ごくわずかになってし
まっており、本当に使いたいものに使えないというもど
かしさがあるのです。
　いまや、施設建物というハードを整備しても、そこで
働く人がいないという時代。それよりも、いま働いてい
る人の負担軽減、業務の効率化といったソフトの整備
に有効に使わせていただきたい。ぜひとも抜本的に見
直し、使い勝手のよいものにしていただきたいと、切
に願います。
土生局長：昨年もこの場で同様の要望をいただき、私
としてもそのお考えには共感しています。したがって、
局長に就任してから、ICT化や、ICTロボット導入に関
する同基金の補助率の改定には、早速、取り組ませて
いただきました。まだまだ十分ではないだろうことは承
知しておりますが、方向性としては、要望に沿った形に
なってきていると思っております。引き続き、柔軟な姿
勢で、介護人材確保のために必要な資金を必要なとこ
ろに投入していく方向で考えています。
東会長：2020年度と2021年度を比較すると、判明して
いるだけでも22府県でICTロボットの予算が増えてい
ます。確かに、土生局長が着任されてから増えたこと
は事実です。また、今年度はLIFEに関連づけて、同
基金のICTロボットの補助率も、下限４分の３という前
例のない割合を提示していただきました。それはとて
もありがたく、感謝しております。
　あと、これは全老健の各都道府県支部、都道府県
老健協会にお伝えしたいのですが、基金というのは、
各自治体単位で運営しているものです。したがって、
各支部・老健協会が、自らの自治体に「ICTロボット
導入のために、基金を使わせてください」と、きちんと
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要望して予算をとってくるという働きかけをする必要が
あります。我々は組織率の高い団体なのですから、ぜ
ひ各支部はそうした働きかけを積極的に行っていただ
き、現場を支えていただきたいと思います。
土生局長：そうですね。まだ十分活用していない自治
体もあると思いますので、そこはまず使っていただきた
いと思います。

東会長：最後になりますが、今年の抱負をお聞かせく
ださい。
土生局長：今年はまず、次回の医療・介護の同時改定
を見据えた制度の議論が行われます。岸田政権が発足
して、つい先日も全世代型社会保障構築会議が始まり
ました。前述の公的価格の話も含め、さらに議論を進
めることになっておりますので、厚労省としては、そこ
にしっかりと参画していかなくてはと思っております。
　また、新型コロナの問題もまだまだ重要課題であり、
次の波に備えるとともに、一方ではどうしても自粛自粛
で閉じこもりがちになっている高齢者の方々の介護予
防にしっかりと対応していくことも重要です。老健施設
等においては、ご家族との面会ですね。つい先日も、
それについて専門家会議で議論していただきましたが、
withコロナのなかで、高齢者とご家族がつながりを保
ちながら暮らせる取り組みも、もっと積極的に考えてい
かなければと思っています。
東会長：2024年は診療報酬・介護報酬の同時改定と
なります。同時のときにしかできない内容もあると思い
ますので、老健施設としては医療機能をさらに高める

ことで、医療費の削減、ひいては社会保障費全体の削
減にも寄与するような取り組みに、評価がつくような方
向性をめざしていきたいと思っています。そのためにも、
まずはこのコロナ禍も踏まえ、医療機関との連携をい
ままで以上に強化していく必要があります。
　我々全老健は、創設当時よりエビデンスに基づいた
発信・発言を多 し々てきましたので、今年１年も、引き
続き必要なエビデンスをきちんと積み上げ、それに基
づいた発信を、国や会員施設へ向けしっかりやってい
きたいと思っています。
　また、ここからは現場に向けてのメッセージになるの

ですが、いま、土生局長から「自粛」という言葉が出
まして、まさに現場はこの２年弱、利用者だけでなく
職員に至るまで、本当にすべてにおいて自粛・自制で
きています。ずっと緊張感をもち奮闘し続けているわけ
ですから、もう心も体も相当疲れ、傷ついているはず
です。元気に見えている方でも、また、自分自身では
意識していなくとも、そろそろストレスは限界に達して
いることと思われます。管理者の皆さまには、そうした
現場職員全員に対する配慮をお願いします。私からも、
感染対策には留意しつつも、ときにはこの２年間でガ
チガチに固まってしまった心や体を解放してあげること
も大切ですよ、と言いたい。皆さん、本当によくがんばっ
てこられました。
　そして、今年の９月には、３年ぶりに全国大会を開
催します。感染状況がどうなっているかはわかりません
が、私としては「２年半、よく辛抱したね。がんばったね」
と皆で笑い合える、そういう大会にしたいと思っていま
す。
　土生局長、本日はありがとうございました。

次回改定を踏まえた制度の議論開始
老健施設は医療機能のさらなる強化へ
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